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企業データ

チャブ保険は、斬新な発想とチャブ・グループのグローバルなネットワークをもとに、多様な
お客様に対し企業火災保険、個人火災保険、新種保険、傷害保険、自動車保険等を提供し
ています。1999 年 7 月、エース・リミテッドによる米シグナ・コーポレーションの損害
保険事業部門の買収を始め、2016年 1月にはチャブ・コーポレーションを買収。エース・
リミテッドがチャブ・リミテッドへと社名変更したことを受け、2016 年 10 月に日本でも
チャブの名を冠した社名へと変わりました。
チャブ保険はそのチャブ・リミテッドの 100%子会社であり、チャブ・グループの一員です。
豊富な商品構成やサービス、幅広いディストリビューション能力、優れた財務力、卓越した
保険引受ノウハウ、高品質の損害サービス、グローバルな拠点展開等によりお客様のご要望
にお応えします。

Chubb損害保険株式会社  概要

チャブ保険の共通目的

チャブ保険は共通目的 “Common Purpose” に基づき、お客様、パートナーである代理店、
将来のリーダー社員を対象に以下のミッションを標榜し、その遂行に力を注いでいます。

•私たちは、お客様が困難に直面した時、お客様に確かな安心と補償を提供します。
•私たちは、ビジネスパートナーに、次の世代につながる繁栄と成功を約束し、未来に
　つながる信頼を構築します。
•私たちは、高い基準と倫理観を掲げ、その実践を通じて将来のリーダーを育成します。

名称 Chubb損害保険株式会社
略称：チャブ保険　英文社名：Chubb Insurance Japan

本社所在地 東京都品川区北品川 6丁目 7番 29号
ガーデンシティ品川御殿山

設立 1996年 1月 26日（日本法人化）

株主名 エース・INA・オーバーシーズ・インシュアランス・
カンパニー・リミテッド

代表者 代表取締役社長  兼 CEO　ブラッド・ベネット

資本金 50億円（2020年 3月現在）

総資産額 661億 2,200万円（2020年 3月末現在）

元受正味保険料
（収入積立保険料を除く） 641億 7,000万円（2020年 3月期）

正味収入保険料 251億 1,700万円（2020年 3月期）

単体ソルベンシー・マージン比率 1,552.8%（2020年 3月末現在）

保険財務力格付 スタンダード&プアーズ社 AA-（2020年 8月現在）
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Chubb行動規範

当社では倫理行為において組織が各個人
に対して期待する基準を明確に定義し、
チャブ・グループの一員として日々の活動
で進むべき道を Chubb行動規範に指し示
しています。
Chubb行動規範には、以下のような項目
が記載されています。

 ■私たちの価値という指針 – Chubbの文化
 ■協力と尊重
 ■信頼と信用
 ■誠実性
 ■誠実性と透明性
 ■社会全体にとっての利益

子会社について

Chubb少額短期保険株式会社
正式社名 Chubb少額短期保険株式会社  （略称：チャブ少額短期保険　英文社名：Chubb SSI Japan）
本社所在地 東京都品川区北品川 6丁目 7番 29号　ガーデンシティ品川御殿山
設立 2006年 10月 10日
代表取締役社長 篠原 俊裕
資本金 2億 3,000万円（2020年 3月末現在） 
 （内訳：資本金 1億 5,500万円、資本準備金 7,500万円）

出資比率 100％
主な事業内容 少額短期保険業、およびこれに付帯関連 
 する業務

チャブ保険の強み

 ■格付ランク「AA-」。安定した財務基盤をベースに、お客様の信頼にお応えします。
米国格付機関スタンダード&プアーズ社より、日本法人として保険財務力格付および発行体格付ともに信用性の高い「AA-」を獲得。
優れた財務基盤に裏づけられた安心をご提供します。なお、最新の格付情報については、スタンダード&プアーズ社の公式ホームページ
（https://www.standardandpoors.com）またはスタンダード&プアーズ社（電話：03-4550-8000）までお問い合わせください。

 ■単体ソルベンシー・マージン比率 1,552.8%は、高い支払い能力の証です。
あらゆるリスクや環境変化への安定した対応をめざし、保険金の支払い能力の強化を積極的に推進しています。単体ソルベンシー・
マージン比率は、「保険金等の支払い能力の充実の状況が適当である」とされる 200%を大きく上回る 1,552.8%＊。巨大災害の発生や
資産の大幅な価格下落など、通常の予測を超える危機が発生した場合にも、お客様に確かな安心をお約束します。
＊ 2020年 3月末現在

 ■国内 2,000店舗以上のプロフェッショナルな代理店が、親身になってご相談を承ります。
チャブ保険のネットワークで結ばれている代理店は、日本国内に 2,000店舗以上。いずれも専門性に富んだプロフェッショナル集団で
あり、お客様のニーズにマッチした保険商品やサービスのご紹介、的確なアドバイスで問題解決をめざします。気軽にご相談いただける
身近なリスクマネージャーです。
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株主総会

A&H商品戦略部

マーケティング&コミュニケーション部

リスク・数理管理部

デジタルビジネス部

プログラムマネジメント室

戦略企画統括本部

人事部

再保険部

財務部

A&H営業本部

旅行保険本部

監査役会

内部監査部
保険計理人

取締役会

代表取締役
取締役 兼 CFO
担当取締役 執行役員 A&Hビジネス開発部

A&H戦略営業部

ASC営業部

コーポレートサービス部 秘書室

戦略企画推進部 プロジェクトマネジメントチーム
お客様相談室

ダイレクトマーケティング本部 営業部
サービス推進部
カスタマーコンタクトセンター統括部

オペレーションズ統括本部 エージェンシーサポートセンター
オペレーション管理室
収納精算管理室
契約事務センター
営業分析室

不動産保険本店営業部
中部不動産保険営業部
関西不動産保険営業部
不動産保険代理店センター

ビジネス・ソリューション部
ビジネス・サポート部
ビジネス・サービス部
ビジネス・マネジメント部

営業開発部
プログラムビジネス開発部
代理店開発室

旅行保険企画推進部
旅行保険営業部

P&C本部 火災保険部
新種保険部
ファイナンシャルライン部
海上保険部
グローバル保険部
ポリティカルリスク・信用保険部
リスク・エンジニアリング部
インダストリー・プラクティス部
ブローカー セールス＆マーケティング部

パーソナルラインズ本部
自動車保険部
個人火災新種保険部

P&C代理店営業本部

営業統括本部 営業教育部

支店営業本部

営業開発本部

セールス＆オペレーションズ本部

不動産保険営業本部

ビジネス・プロセス統括部

営業企画部

北海道支店
東北支店
北関東支店

青森営業所
新潟営業所
宇都宮営業所
前橋営業所
（2020年 9月 30日まで）
高崎営業所
（2020年 10月 1日から）

企業営業部
営業 1部
営業 2部

浜松営業所
三重営業所
岐阜営業所
京都営業所
徳島営業所
岡山営業所
北九州営業所

東京支店

神奈川支店
静岡支店
名古屋支店

大阪支店

広島支店
福岡支店
熊本支店
沖縄支店

損害サービス本部 保険金カスタマーセンター
自動車保険損害サービスセンター
火災・新種  個人保険損害サービスセンター
火災・新種  法人保険損害サービスセンター
傷害・医療保険損害サービスセンター
損害サービス管理部

札幌サービスセンター
名古屋サービスセンター
大阪サービスセンター
福岡サービスセンター
沖縄サービスセンター

名古屋サービスセンター

損害サービス業務室
コンプライアンス・QA室

ビジネス・テクノロジー本部

法務・コンプライアンス・渉外本部 法務部
募集コンプライアンス部
渉外業務部
コンプライアンス統括部

プロダクト・ファイリング部

代理店監査室
募集コンプライアンス企画室
コンプライアンス調査室
コンプライアンス企画室
募集文書管理室

組織図

2020年 8月 1日現在
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株主の状況

基本事項

定時総会開催時期 毎年 4月 1日から 4ヵ月以内

決算期日 毎年 3月 31日

公告掲載 ホームページ

株式の分布状況・大株主

株主名 エース・INA・オーバーシーズ・インシュアランス・
カンパニー・リミテッド

住所 バミューダ、ハミルトン、ウッドボーン  アベニュー 17

所有株式数 163千株

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合

100%

資本金の推移
当社は、1996年 1月に資本金 30億円（授権資本金 100億円）にて設立されました。その後、
1999年 12月 23日付で 16億 5千万円、2002年 3月 27日付で 10億円、2003年 3月
29日付で 5 億円、2004 年 3月 27日付で 7.5 億円、2006 年 3月 16日付で 5 億円の
増資を行い、さらに 2009年 3月 23日付で 7.5億円の増資を行い、増資後 81.5億円の
資本金となっておりました。
その後、繰越利益剰余金に振り替えて欠損を解消することを目的に、2018年 3月 1日付で
31.5億円の減資を行い、50億円の資本金となっております。

増資額
［億円］

減資額
［億円］

増（減）資後
資本金 ［億円］

適用

1996年 1月 26日 － － 30 設立

1999年 12月 23日 16.5 － 46.5 第三者割当による
新株発行

2002年 3月 27日 10 － 56.5 同上

2003年 3月 29日 5 － 61.5 同上

2004年 3月 27日 7.5 － 69 同上

2006年 3月 16日 5 － 74 同上

2009年 3月 23日 7.5 － 81.5 同上

2018年 3月 1日 － 31.5 50 減資
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株主総会の状況

 ■第25回定時株主総会　 第 25回定時株主総会は、2020年 6月 26日（金）当社本店会議室において行われました。 
報告事項および決議事項は以下のとおりです。

報告事項：1.  第 25期（2019年 4月 1日から 2020年 3月 31日まで）に係る、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および
個別注記表の内容につき報告の件

 2. 第 25期（2019年 4月 1日から 2020年 3月 31日まで）に係る事業報告の内容につき報告の件
上記内容について報告しました。
決議事項：第 1号議案　任期満了に伴う取締役の再選
 第 2号議案　監査役選任の件
 
　上記議案は原案どおり承認可決されました。
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役員および執行役員の状況

2020年 8月 1日現在

佐々木 寿彦
取締役 兼 CDO 兼 営業統括本部長

1980年 INA保険
1 9 9 8年 シグナ保険会社  東京統括支店長
1 9 9 9年 同社  首都圏本部長
2001年 AIU保険会社  日本支社 営業開発チーム
2005年 同社  営業開発部長
2007年 同社  営業開発本部長
2010年 同社  営業開発アシスタントバイスプレジデント本部長
2 0 1 1年 当社  取締役 兼 営業統括本部長
2 0 1 5年 当社  取締役 兼 CDO（チーフ・ディストリビューション・オフィサー） 兼

営業統括本部長

パトリック・スコット・ローリス
取締役 兼 CFO （最高財務責任者）
ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント

1 9 8 9年 アーサーアンダーセン LLP
1 9 9 7年 マッカイ精製糖社
1 9 9 9年 プライスウォーターハウスクーパーズ LLP  コンサルティングサービスディレクター
2004年 チューリッヒ保険会社  アソシエイト・バイス・プレジデント

財務プロジェクトマネージャー
2006年 同社  アソシエイト・バイス・プレジデント 業務計画・実行担当
2007年 同社  バイス・プレジデント 損害保険 戦略計画責任者
2010年 同社  バイス・プレジデント 損害保険（財務） プロジェクト責任者
2 0 1 1年 同社  CFO（最高財務責任者）
2 0 14年 当社  取締役 兼 CFO（最高財務責任者）

ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント
 

ブラッド・ベネット
代表取締役社長 兼 CEO
ファー・イースト  リージョナル・プレジデント

1 9 8 6年 Allstate（米国） フィールドセールスマネジメント
1 9 9 5年 AIG（タイ） 代理店執行役
1 9 9 8年 AIG（中国） 代理店営業リージョナル・バイス・プレジデント
2001年 AIG（日本） 代理店営業シニア・バイス・プレジデント
2005年 AIG損害保険（マレーシア） プレジデント 兼 CEO
2008年 AIG（韓国） プレジデント 兼 CEO
2 0 1 1年 チャーティス・ファーイースト・ホールディングス株式会社（日本）最高執行責任者（COO）兼

チーフディストリビューションオフィサー（CDO）
2 0 1 2年 コンバインド・インシュアランス 社長
2 0 14年 チャブ・リミテッド  シニア・バイス・プレジデント 兼 コンバインド・インシュアランス 社長
2 0 1 7年 当社 代表取締役社長 兼 CEO

チャブ・ファー・イースト  リージョナル・プレジデント
チャブ・リミテッド  シニア・バイス・プレジデント

 

ウィリアム・ワーバ
取締役 兼 COO (チーフ・オペレーション・オフィサー )
ファー・イースト リージョナル・バイス・プレジデント

1 9 9 8年 AIGイースト・アジア・ホールディングス・マネジメント株式会社
オペレーション&システム担当
日本・韓国地域  リージョナル・バイス・プレジデント

2010年 アメリカン・ライフ・インシュアランス・カンパニー（アリコジャパン）
シニア・バイス・プレジデント 兼 セパレーション・オフィサー

2 0 1 1年 メットライフアリコ生命保険株式会社
テクノロジー & アドミニストレーション担当  シニア・バイス・プレジデント

2 0 1 3年 当社  執行役員 兼 CAO （最高業務管理責任者）
ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント

2020年 当社  取締役 兼 チーフ・オペレーション・オフィサー（COO）
ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント
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役員および執行役員の状況

髙橋 和人
取締役 （A&H担当）
ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント

1 9 9 3年 廣告社株式会社
1 9 9 7年 株式会社東急エージェンシーインターナショナル（現 株式会社フロンテッジ）
2000年 レオバーネット株式会社（現 ビーコンコミュニケーションズ株式会社）

アカウントディレクター（営業部門長）
2007年 アメリカンホーム医療損害保険株式会社

ダイレクトマーケティング部 部長
2 0 1 2年 同社  マーケティング本部長
2 0 1 5年 当社  ダイレクトマーケティング本部長
2 0 1 8年 当社  執行役員（A&H担当）

当社  取締役（A&H担当）
ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント

佐野 佳男
取締役 兼 法務・コンプライアンス・渉外本部長

1 9 8 5年 日本生命保険相互会社
2005年 同社  不動産法務室長
2005年 ユニファイド・パートナーズ株式会社  エグゼクティブ・ディレクター
2009年 エートス・ジャパン・エルエルシー  法務・コンプライアンスディレクター
2 0 1 5年 カーディフ・アシュアランス・ヴィ  法務・コンプライアンス統括部長 兼

カーディフ・アシュアランス・リスク・ディヴェール  法務・コンプライアンス統括部長
2 0 1 7年 当社  執行役員 兼 法務・コンプライアンス統括・募集管理本部長
2 0 1 8年 当社  取締役 兼 法務・コンプライアンス・渉外本部長

ジャスティン・ボイソン
取締役 兼 パーソナルラインズ本部長
ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント

2002年 フォード・モーター・カンパニー
2008年 AIG（欧州） ヨーロッパ・リージョナル・マネージャー
2 0 1 2年 デロイト・コンサルティング  マネージャー
2 0 14年 エース・インターナショナル  パーソナルラインズ部門 バイス・プレジデント
2 0 1 8年 当社  取締役 兼 パーソナルラインズ本部長

ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント

デイビッド・モロー 
取締役 兼 P&C本部長
ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント

2003年 損保ジャパン UK  企業保険 アンダーライター
2006年 AIG  UK   P&Cポートフォリオ・マネジャー
2009年 エース・インシュアランス・リミテッド（ニュージーランド）  P&Cマネジャー
2 0 1 3年 エース INAオーバーシーズ・インシュアランス  P&C本部長
2 0 1 5年 エース・インシュアランス・マレーシア・バーハド  P&C本部長
2 0 1 7年 当社  取締役 兼 P&C本部長

ファー・イースト  リージョナル・バイス・プレジデント
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役員および執行役員の状況

南  由紀
取締役 兼 人事部長 （CHRO）

1 9 9 3年 AIU保険会社  人事部
1 9 9 7年 ファクトセット・パシフィック

コンサルティングサービス マネージャー
2001年 タワーズペリン（現 ウィルス・タワーズワトソン）

リワード&パフォーマンスマネジメントグループ アソシエイト
2003年 プライスウォーターハウスクーパース HRS株式会社  マネージャー
2008年 株式会社ヘイコンサルティンググループ

コンサルティングサービス シニアコンサルタント
2 0 1 2年 合同会社 西友  人財部 バイス・プレジデント
2 0 1 7年 当社  執行役員 兼 人事部長（CHRO）
2 0 1 8年 当社  取締役 兼 人事部長（CHRO）

ダーク・ラッセル
執行役員 兼 損害サービス本部長

1 9 9 7年 AIG タイ  バイス・プレジデント
損害サービスマネージャー

1 9 9 9年 AIGユニバンコセグロス（ブラジル）
損害サービスディレクター

2002年 AIG サウス・イースト・アジア・リミテッド（香港）  バイス・プレジデント
リージョナル損害サービスマネージャー

2007年 AIGジャパンホールディングス株式会社  シニア・バイス・プレジデント
損害サービスエグゼクティブ

2 0 1 3年 AIGジャパンホールディングス株式会社  シニア・エグゼクティブ
損害サービストランスフォーメーション

2 0 1 7年 当社  執行役員 兼 損害サービス本部長

ノエル・ケレイタ
執行役員
ファー・イースト リージョナル CIO （最高 IT 管理責任者）

2000年 バンカーズ・トラスト・カンパニー（オーストラリア） 
バイス・プレジデント ビジネス・デリバリー、ビジネス・サービス

2005年 BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア） 
バイス・プレジデント プロセス・インプルーブメント、カスタマー・サービス・トランスフォーメーション

2007年 エース・アジア・パシフィック ストラテジック・プログラム・ディレクター
2 0 1 2年 エース・ファー・イースト リージョナル CIO（最高 IT管理責任者）
2 0 1 3年 当社 執行役員 兼 ビジネス・テクノロジー本部長
2 0 1 5年 チャブノースアメリカ ITインフラ担当シニア・バイス・プレジデント
2 0 1 7年 チャブインターナショナルコンシューマーラインズ IT担当シニア・バイス・プレジデント
2 019年 当社 執行役員

ファー・イースト リージョナル CIO （最高 IT管理責任者）
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監査役・会計監査人の状況

■山﨑 善久
監査役

1 9 7 8
1 9 9 2
1 9 9 6
1 9 9 9
2 0 0 1
2 0 0 4
2 0 0 8
2 0 1 2
2 0 1 5
2 0 1 7

年
年
年
年
年
年
年
年
年
年

AIU保険会社（現 AIG損害保険株式会社）
同社  九州地区副本部長
同社  法人開発企画推進部長
同社  首都圏第三営業部長
当社  傷害保険事業部長
当社  北関東支店長
当社  東京支店長
当社  西日本営業本部長
当社  監査部調査役
当社  監査役

■米山  修
監査役

1 9 7 3
1 9 9 7
1 9 9 9
2 0 0 2
2 0 0 3
2 0 0 6
2 0 0 7
2 0 0 9

2 0 1 2
2 0 1 3

年
年
年
年
年
年
年
年

年
年

安田火災海上保険株式会社（現 株式会社損害保険ジャパン）
同社  近畿業務部長
同社  金融法人部長
株式会社損害保険ジャパン 金融法人部長
同社  常務執行役員 兼 関西本部長 兼 関西業務部長
同社  取締役嘱常務執行役員
損保ジャパンひまわり生命保険株式会社  代表取締役副社長執行役員
損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社
（現 損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社）監査役
TPR株式会社  監査役
当社  社外監査役

■上野 達夫
監査役

1 9 9 0
1 9 9 3
1 9 9 6
1 9 9 7
2 0 0 4
2 0 1 6
2 0 1 8
2 0 2 0

年
年
年
年
年
年
年
年

長島大野法律事務所（現長島大野常松法律事務所）
桃尾松尾難波法律事務所
Finnegan,Henderson,Farabow,Garett＆ Dunner法律事務所 （ワシントン DC）
三井安田法律事務所
ローム株式会社法務部（京都）
堺筋総合法律事務所（京都）
中村国際刑事法律事務所
当社  社外監査役

PwCあらた有限責任監査法人
会計監査人
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従業員の状況

2020年 3月 31日現在

社員研修制度

損害保険事業を通じて広く社会に貢献するという当社の企業理念を理解し、その達成のため
に、スピード、柔軟性、機敏性を基盤とする当社の企業文化を担うプロフェッショナルな人材
の育成と社員の能力開発に努め、組織の活性化を図ることを目的として進めております。
そのため、新入社員研修、リーダーシップ強化研修等の全体的な共通知識・能力の育成・
向上を目的とする「階層別集合研修」、各専門部が実施する専門知識・能力の育成・強化を
目的とする「業務研修」、随時行われる「テーマ別研修」、さらには自己啓発をも含めた
「各種通学・通信研修」、「社外講座」受講等を組合せて実施しております。

福利厚生

法律で定められている社会保険等の福利厚生制度のほか、以下の諸制度を実施しております。

 ■ 確定拠出年金制度
 ■ Chubb持株優遇制度
 ■ 所得補償保険制度
 ■ 慶弔金・災害見舞金支給制度

 ■ 人間ドック補助制度
 ■ 財形貯蓄制度
 ■ 保険料補助制度
 ■ 福利厚生代行サービス

男性 女性 総平均

平均年齢 47.2歳 44.3歳 46歳

平均勤続年数 12.7年 7.5年 10.5年

平均給与月額 708,664円 453,034円 603,634円

従業員数 347名 242名 589名

（注）  1. 従業員には、使用人兼務取締役、休職者を含んでおりません。
 2. 平均給与月額は 2020年 3月の税込定例給与であり、賞与・時間外手当等を含んでおりません。
 3. 平均年齢および平均勤続年数は小数第 2位を切り捨てて小数第 1位までを表示しております。
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（単位：百万円）

2017年度 2018年度 2019年度

正味収入保険料 ※ 1

（対前期増減率）
22,615
（3.8%）

23,291
（3.0%）

25,117
(7.8%）

保険引受利益 ※ 2

（対前期増減率）
1,158
（△ 59.0%）

234
（△ 79.7%）

3,057
（1,203.1%）

経常利益 ※ 3

（対前期増減率）
1,118
（△ 62.5%）

499
（△ 55.3%）

3,122
(524.6%）

当期純利益 ※ 4

（対前期増減率）
5,874
（144.7%）

145
（△ 97.5%）

2,286
(1,467.7%）

正味損害率 ※ 5 41.2% 45.9% 41.6%

正味事業費率 ※ 6 48.2% 49.1% 49.9%

純資産額 ※ 7 12,816 12,689 14,973

総資産額 ※ 8 62,729 64,214 66,122

その他有価証券評価差額金 ※ 9 719 446 443

単体ソルベンシー・マージン比率 ※ 10 1,588.6% 1,609.3% 1,552.8%

（注）  ※ 1. 正味収入保険料
  元受および受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を控除したものをいいます。

 ※ 2. 保険引受利益
  保険引受収益 -保険引受費用 -保険引受に係る営業費および一般管理費±その他収支 

 （その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税等相当額などです。）
 ※ 3. 経常利益
  通常の会社の事業（保険引受・資産運用等）から発生する取引を経常取引といい、 

 それらの取引の集計の結果計算された利益をいいます。

 ※ 4. 当期純利益
  上記経常利益に特別損益を加算し、法人税および住民税と法人税等調整額を控除した利益をいいます。

 ※ 5. 正味損害率
  保険金の正味収入保険料に占める割合のことで次の算式により算出されます。 

 （正味支払保険金＋損害調査費）÷ 正味収入保険料
 ※ 6. 正味事業費率
  事業費の正味収入保険料に占める割合のことで次の算式により算出されます。 

 保険引受に係る正味事業費 ÷ 正味収入保険料
 ※ 7. 純資産額
  総資産から会社の負債の部の合計額を控除したものです。純資産の部合計の数値と一致します。

 ※ 8. 総資産額
  会社の貸借対照表上の資産の総額をいいます。

 ※ 9. その他有価証券評価差額金
  金融商品会計適用により会社が所有する有価証券のうちその他有価証券については貸借対照表の表示が 

 時価表示となっています。その時価と会社帳簿価額の差額（未実現損益）から税相当額を控除した純額を 
 貸借対照表の上の純資産の部に「その他有価証券評価差額金」として計上しています。

 ※ 10. 単体ソルベンシー・マージン比率
  巨大災害の発生や保有資産の大幅な下落等、通常の予測を超えて発生しうる危険に対する資本金・準備 

 金等の支払余力の割合を示す指標です。行政当局が保険会社を監督する際に経営の健全性を判断する指 
 標のひとつでありその数値が 200％以上であれば「保険金等の支払い能力の充実の状況が適当である」 
 とされています。

代表的な経営指標
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正味収入保険料

元受および受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を
控除したものをいいます。

元受正味保険料 （収入積立保険料を除く）

元受収入保険料（グロス）から諸返戻金を控除したものです。
ただし、満期返戻金は控除しません。

総資産額

損害保険会社が保有する資産の総額であり、具体的には
貸借対照表上の資産の部の合計です。

正味損害率

保険金の正味収入保険料に占める割合のことで次の算式に
より算出されます。
（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料

単体ソルベンシー・マージン比率

巨大災害の発生や保有資産の大幅な下落等、通常の予測を超え
て発生しうる危険に対する資本金・準備金等の支払余力の割合
を示す指標です。
行政当局が保険会社を監督する際に経営の健全性を判断する指
標のひとつでありその数値が 200％以上であれば「保険金等の
支払い能力の充実の状況が適当である」とされています。

41.6%
2017 2018 2019

（単位：%）

44
45
46

42
43

4 1

41.2

45.9

41.6
（単位：百万円）

251億1,700万円
（対前年比 +7.8％）

2017 22,615

2018 23,291

2019 25,117

（単位：百万円）

661億2,200万円

2017 62,729

2018 64,214

2019 66,122

（単位：百万円）

641億7,000万円
（対前年比 +8.8％）

2017 55,231

2018 58,963

2019 64,170

1,552.8%
2017 2018 2019

（単位：%）
1,800

1,600

1,200

1,400

1,588.6 1,609.3

1,552.8
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2019年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）事業報告書

(1) 事業の経過および成果等
当決算期における日本経済は、雇用・所得環境が改善し
緩やかな回復基調でスタートしたものの、今年に入ってからは
新型コロナウイルスの感染拡大を受け、経済活動は停滞し景気が
後退しました。世界経済においては、米中貿易摩擦や中国の
景気低迷に対する懸念が生じていた中、新型コロナウイルスの
影響により、経済環境は急激に悪化しました。
このような経営環境のもと、当期の損益の状況につきましては、
経常利益が 31億 2千 2百万円、当期純利益は 22億 8千 6
百万円となりました。
なお、スタンダード＆プアーズ社より、日本法人として保険財務力
格付けおよび長期カウンターパーティ格付けともに「AA － /
アウトルック：安定的」を獲得しております。

(2) 当期中における元受保険契約、再保険契約、正味事業成績の 
概況は次のとおりです。
1.元受保険契約の概況
当期中に計上した収入積立保険料を除く元受正味保険料は
641億 7千万円であり、その内訳は火災保険 230億 6千 5
百万円、海上保険 9億 6千 4百万円、運送保険 4億 3千 6
百万円、傷害保険 139億 1千 9百万円、自動車保険 74億 4
千 1百万円、自動車損害賠償責任保険 2億 1千 9百万円、
その他の保険 181億 2千 4百万円となっております。
また、当期中に計上した元受正味保険金は 242億 8千万円
であり、損害率は 37.8％となっております。その内訳は、
火災保険 87億 9千 3百万円、海上保険 11億 9千 3百万円、
運送保険 1億 2千 6百万円、傷害保険 38億 5千 7百万円、
自動車保険 35億 9千 4百万円、自動車損害賠償責任保険
1億 2千 9百万円、その他の保険 65億 8千 4百万円となって
おります。

2.再保険契約の概況
当期中に計上した出再保険契約は支払再保険料 452億 5千
9百万円、回収再保険金 168億 2千 7百万円、再保険手数料
182億 7千 6百万円となっております。また、受再保険契約は
受再正味保険料 62億 6百万円、受再正味保険金 14億 2千
2百万円、受再保険手数料 22億 6千万円となっております。

3.正味事業成績の概況
当期中に計上した正味収入保険料は 251億 1千 7百万円で
あり、7.8％の増収となっております。その内訳は、火災保険
44億 8千 4百万円、海上保険 1億 6千 6百万円、運送保険
7千 8百万円、傷害保険 90億 7百万円、自動車保険 32億
4千 1百万円、自動車損害賠償責任保険 6億 5千 2百万円、
その他の保険 74億 8千 7百万円となっております。
当期中に計上した正味支払保険金と損害調査費の合計額は

104億 5千 6百万円であり、損害率は 41.6％となっております。
当期中に計上した保険引受に係る事業費の合計額は 125億
2千 7百万円であり、事業費率は 49.9％となっております。

(3) 当期における損益の概況、資産運用状況は次のとおりです。
経常収益は保険引受収益が 260億 7千 9百万円、資産運用
収益が 2千 7百万円、その他経常収益が 2億 9千 1百万円と
なり、合計 263億 9千 8百万円を計上しました。一方、経常
費用は保険引受費用が 110億 8千 5百万円、資産運用費用が
4千7百万円、営業費および一般管理費が 120億7千2百万円、
その他経常費用が 7千万円となり、合計 232億 7千 5百万円を
計上しました。
この結果、経常利益が 31億 2千 2百万円となっております。
経常利益に価格変動準備金の戻入額による特別利益7百万円、
固定資産処分損 4百万円の特別損失を計上した税引き前当期
純利益に対し、法人税等 8 億 3 千 9 百万円を控除し、当期
純利益は 22億 8千 6百万円となりました。
なお、当期末における総資産は 661億 2千 2百万円、このうち
運用資産は 518億 4千 2百万円となっております。
資産運用に関しましては、利息および配当金収入は 6千 4百万円
となり、有価証券売却益 0 百万円、積立保険料等運用益振替
△ 3千 7百万円を加減した結果、2千 7百万円の資産運用収益
を計上しました。

(4) 会社が対処すべき課題
全世界での新型コロナウイルス感染症の大流行が始まって
以来、残念ながらこれまでに経験したことのない未曾有の危機的
状況が継続するものと懸念されています。我が国においても、
政府から緊急事態宣言が発令され、当社におきましても、感染
拡大防止の観点で多数の社員をテレワーク（在宅勤務）に
切り替え、通常と異なる社内体制下にあります。その状況下、
お客様へのサービスの品質を落とすことがないよう最善の努力
を傾注し、保険会社としての責務を果たしてまいります。
当社は、このように社会環境が大きく変化する中、テレワーク
推進による BCP 体制の強化、Web 化の一層の推進、各種の
デジタル化を実現し、一方ではセキュリティの強化を同時に
実施し、適切な保険金のお支払いや代理店システムの改善、
保険料支払いの利便性向上などを通して、お客様へより良い
サービスの提供に努めてまいります。
当社としましては、引き続き、収益性、成長性および健全性を
兼ね備えた保険会社として持続的に成長していけるよう、お客様
本位の業務運営の観点において、常にお客様にご満足いただ
けるよう全社を挙げて取り組んでまいります。
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不良債権の状況について

① リスク管理債権の状況
2019年度末でリスク管理債権に該当するものはありません。
＊リスク管理債権とは貸付金等の中で、正常でない債権を指し破綻先債権、延滞債権、3ヶ月以上延滞債権、貸出
条件緩和債権の分類があります。（各債権の意義は「経理の状況」の「リスク管理債権の状況」のページをご参照
ください。）

② 資産自己査定の状況
毎決算期末に保有する資産を個別に検討して、回収の危険性または価値の毀損の危険性
の度合いに応じて、I  II  III  IV の 4 段階に分類を行い、資産の不良化によってどの
程度の危険にさらされているかを判定しております。
2019年度の資産査定結果は下記のとおりであり、0百万円の貸倒引当金を計上して
おります。

I分類（非分類） 65,905百万円

II分類 233百万円

III分類 ー 百万円

IV分類 0百万円

合計 66,139百万円

財務諸表に関する社長表明

当社は財務諸表作成に係る内部監査態勢の構築と維持について責任を有していることを
認識しています。
当社の財務諸表は、上記内部監査のもと、日本の会計原則に従って作成されており、会計
監査人から適法である旨の報告を得ています。

本職は、当社の財務諸表作成に係る内部監査の有効性および財務諸表の適正性を確認
しております。

Chubb損害保険株式会社
代表取締役社長 兼 CEO

ブラッド・ベネット
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チャブ・リミテッド企業データ

チャブ・グループは、54の国と地域で事業を
展開し約 30,000名の従業員を擁する世界
最大級の損害保険会社です。多様なお客様
に対して企業火災保険、個人火災保険、
新種保険、個人傷害保険、医療保険、再保険
および生命保険を提供しています。
1985年の設立以来、戦略的な企業買収と
経営の多角化により急成長を遂げ、1999年
7 月には米シグナ・コーポレーションの
損害保険事業部門を買収。2016年 1月には
チャブ・コーポレーションを買収し、チャブ・
リミテッドへ社名変更しました。
豊富な商品構成やサービス、幅広いディス
トリビューション能力、優れた財務力、卓越
した保険引受、高品質の損害サービス、
グローバルな拠点展開でお客様のご要望
にお応えしています。

正式社名 チャブ・リミテッド　Chubb Limited

本社所在地 スイス　チューリッヒ
Bärengasse 32, CH-8001 Zürich, 
Switzerland

設立 1985年8月29日

会長 兼 CEO エバン・グリーンバーグ　Evan G. Greenberg

上場株式市場 ニューヨーク株式市場（NYSE : CB）

総資産額 1,769億ドル（2019年 12月末現在）

収入保険料（GWP） 401億ドル（2019年 12月期）

正味収入保険料（NWP） 323 億ドル（2019年 12月期）

保険財務力格付 スタンダード&プアーズ社　AA（2020年8月現在）
Chubb Group's core operating companies

IRページ https://investors.chubb.com

代表的な経営指標

チャブ・リミテッド総資産額

（単位：100万米ドル）

2017 167,022

2018 167,771

2019 176,943

チャブ・リミテッド収入保険料

（単位：100万米ドル）

2017 36,376

2018 37,968

2019 40,124

チャブ・リミテッド正味収入保険料

（単位：100万米ドル）

2017 29,244

2018 30,579

2019 32,275

保険財務力格付（Chubb Group 主要グループ会社）

2020年8月 1日現在

格付機関 保険財務力格付

スタンダード&プアーズ社 AA （アウトルック：安定的）

A.M.ベスト社 A++ （ステーブル）

チャブ・グループ & チャブ・リミテッド 概要
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米国最古の株式組織の海上保険会社「Insurance of North America (INA) 」が誕生。

INAは、日本と海外を往来する船舶の海上リスクを補償。

INA、米国で初めて保険代理店を設置。米国の保険代理店制度の基礎となる。

AFIAが横浜で営業開始。

INAが日本で保険引受認可取得。

チャブ・コーポレーションを設立。

INAコーポレーションとコネチカット・コーポレーションが合併、
シグナ・コーポレーションが誕生。

エース保険から Chubb損害保険株式会社 (略称：チャブ保険 ) へ社名を変更。

エース・リミテッドがチャブ・コーポレーションを買収し、
世界最大級の損害保険会社へ。

エース・リミテッド、本店登記地をスイス、チューリッヒへ移転。

エース・リミテッド、シグナ・コーポレーションの
全世界の損害保険事業部門を取得。

「シグナ傷害火災保険株式会社」設立。

エース・リミテッド、ニューヨーク証券取引所に上場。

トーマス・コールドコット・チャブと彼の息子パーシーが、ニューヨークにて
「Chubb & Son」を設立。

To The Future

INAおよび一部の AFIAメンバー会社が
全契約をシグナ保険会社に包括移転。

「シグナ保険会社」が日本で保険引受認可取得。

エース・リミテッド、GE、IBMなど
優良大手企業 34社の自家保険専門会社として設立。

チャブ・グループ &チャブ保険の主な沿革

2020

1882

1999「シグナ傷害火災保険株式会社」は、
「エース損害保険株式会社」へ社名を変更。

チャブ保険は日本で 100周年。
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主要な活動等

2020年 1月
日本での創業 100周年記念
パーティーを開催
2020年 1月 21日の東京（目黒雅叙園）を
はじめ、札幌、仙台、名古屋、大阪、福岡、
沖縄において、日本での創業 100周年を
記念して、各地の代理店を招きパーティー
を開催しました。

2019年 8月
「チャブ保険カップ」
第 2回静岡県企業対抗ゴルフ大会を開催
2019年 8月 8日、静岡新聞社 ･静岡放送、
静岡県ゴルフ連盟主催により「チャブ保険
カップ」第 2回静岡県企業対抗ゴルフ大会
を葛城ゴルフ倶楽部（静岡県）で開催され、
36組 143名が参加しました。

2019年 9月
日本における
Dive Inフェスティバル 2019に参加
2019年 9月 4日から 6日の 3日間、世界
32カ国で同時開催された Dive In フェス
ティバルに日本フェスティバル運営グルー
プとして参加し、チャブ保険は「アンコン
シャスバイアス（無意識の偏見）気づき、
受け入れ、行動へ！」をテーマに上智大学
四谷キャンパスでディスカッションを行い
ました。

2020年 10月（予定）
前橋営業所の事務所移転と高崎営業所に事務所名を変更の予定
2020年 10月 1日、前橋営業所の事務所（群馬県前橋市）を高崎市八十二銀行高崎ビルへ
移転し、営業所名を高崎営業所に変更する予定です。

トピックス
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新商品・新サービス

2019年 10月
住宅向け火災保険
『すまいのプロテクト総合保険』を
販売開始
2019年 10月 1日より、従来販売していた
「住宅火災保険」および「住宅総合保険」の
商品を見直し、補償内容や自然災害による
損害に対する保険金の支払われ方をわかり
やすくした、「すまいのプロテクト総合保険」
の販売を開始しました。

地震保険の普及と啓発

地震保険は、地震・噴火・津波による建物・家財の損害を補償します。法律に基づき国と
損害保険会社が共同で運営する保険であり、被災者の生活再建資金を確保し、生活の安定に
寄与する役割を担っています。2018年度に火災保険を契約された方のうち、約 3分の 2の
方が地震保険に加入しています。
地震保険の理解促進および加入促進は損害保険業界の社会的使命となっています。
損害保険業界では、テレビ・新聞・ラジオ・インターネット・ポスター等を用いた消費者
向けの啓発、地震保険を販売する損保代理店の支援、リスク啓発と地震保険加入促進を
連携させた取組み等を通じて、地震保険の理解促進および加入促進を図っています。

役員人事

• 2020 年 3 月 27 日付で取締役  兼  チーフ・オペレーション・オフィサー (COO) に
ウィリアム・ワーバが就任しました。
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金融市場のさらなる自由化、損害保険会社としての自己責任に基づく健全で適切な
企業経営のためには、保険業法などの各種法令等遵守、保険会社経営を取り巻く各種
リスクへの適切な対応・管理体制がますます重要になっています。
当社はこのような認識のもと、以下のような対策を進めています。

内部統制の基本方針

当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、取締役会において「業務の適正を確保
する体制」の整備に係る基本方針を決定しております。当社は、本方針に従って継続的に
内部統制システムの整備を進め、これを適切に運用してまいります。

1. 取締役、執行役員および従業員の職務の
執行が法令および定款に適合することを
確保するための体制
(1) コンプライアンス体制の基礎として、
コンプライアンス規程を定め、これに
基づき毎年取締役会の承認のもとに
コンプライアンスプログラムを策定
する。また、3ヵ月に 1回コンプライ
アンス委員会を開催し、コンプライ
アンス上の問題点の把握と解決に
努める。コンプライアンス委員会は
必要事項を取締役会に報告する。

(2) 当社は、内部監査に関する規程を
制定し、内部監査部門の被監査部門
からの独立性を確保するとともに、
効率的かつ実効性のある内部監査
体制を整備する。

(3) 当社の従業員がコンプライアンス上
の問題を把握した場合は、これを
内部通報システムの Chubb倫理
ヘルプラインに通報する。

2. 取締役および執行役員の職務の執行に 
係る情報の保存および管理に関する 
体制
取締役および執行役員の職務執行に
係る情報については、文書保存基準（文書
保存一覧を含む）および「文書類の保存
期間に係る法的基準について」に基づ
いてその保存媒体に応じ適切に保存・
管理する体制を構築する。これを規定に
基づいて必要な期間閲覧可能な状態で
維持する。文書保存一覧は適宜アップ
デートを行う。

3. 損失の危険の管理に関する規程 
その他の体制
(1) 当社は、リスク管理の基礎とする
「統合的リスク管理基本方針」に
基づき、以下のとおり、リスク管理
態勢を整備する。

(2) 取締役会直属機関として統合的リスク
管理委員会を設置する。同委員会は
3ヵ月に 1回開催する。また、必要に
応じて臨時委員会を開催する。

(3) 各種リスクを全体的視点から把握、
監督する統合的リスク管理委員会は、
上記 (1)記載の「統合的リスク管理
基本方針」に定めるリスクに関連する
各委員会および各リスク管理部会に
より構成される。

(4) 統合的リスク管理委員会および各部
会の運営については、内部監査部が
プロセスチェックを行い、取締役会へ
結果報告を行う。

(5) 統合的リスク管理委員会の活動は
定期的に取締役会に報告する。

4. 取締役および執行役員の職務の執行が
効率的に行われることを確保するための
体制
(1) 取締役および執行役員の職務の執行
が効率的に行われることを確保する
ための体制の基礎として、定時取締
役会を原則として毎月 1回開催し、
当社の経営方針および経営戦略に
かかわる重要事項について執行決定
を行う。
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(2) 取締役会の承認決議を効率的かつ
タイムリーに行うために、取締役会に
書面決議制度を導入する。

(3) 取締役会に基づく業務執行について
は、役員業務分掌および職務記述書
を適宜アップデートし、また組織規程
を策定して、それぞれの責任者および
その責任、執行手続の詳細について
定めることとする。

5. 当社ならびにその親会社および子会社から
成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
(1) チャブ・グループにおける業務の適正
を確保するため、チャブ・グループ
すべてに適用される行動指針として
策定されるChubb Code of Conduct
を取締役、執行役員および従業員に
遵守させる。事業年度ごとに取締役、
執行役員および従業員に Chubb 
Code of Conductの宣誓書を提出
させる。

(2) 親会社とともに、SOX法に準拠して
業務の適正を確保するための措置を
構築する。

(3) 左頁 1.(3) 記載のとおり、チャブ・
グループには Chubb 倫理ヘルプ
ラインが設置されており、親会社の
不正があった場合には、これに通報
するシステムを構築する。

(4) 子会社（Chubb 少額短期保険株式
会社）とは「関係会社管理方針」に
基づき連携して業務の適正を確保す
る。

(5) 子会社の従業員も左頁 1.(3)記載の
Chubb 倫理ヘルプラインの利用
対象者とし、当社から子会社に対する
不正行為をけん制する体制を確保
する。

6. 監査役の職務を補助すべき職員の取締
役等からの独立性に関する事項および
監査役による当該職員に対する指示の
実行性の確保に関する事項
(1) 監査役がその職務を補助すべき職員
を置くことを求めた場合、当社の

従業員から監査役補助者を任命する
こととする。監査役補助者の評価は
監査役が行い、監査役補助者の任命、
解任、人事異動、賃金等の改定に
ついては監査役会の同意を得たうえで
取締役会が決定し、取締役および
執行役員からの独立を確保するもの
とする。

(2) 監査役補助者は業務の執行にかか
わる役職を兼務しないこととする。

(3) 監査役補助者は、監査役補助者と
しての職務遂行の範囲においては、
取締役等および従業員の指揮命令
系統には属さず、監査役の指揮命令
に従う。

7. 監査役への報告に関する体制
(1) 取締役、執行役員および従業員は、
監査役に対して、法令に違反する事実、
会社に著しい損害を与えるおそれの
ある事実を発見したときには、当該
事実に関する事項を速やかに報告
する。

(2) コンプライアンス所管部門、リスク
管理所管部門、財務部門およびその
他内部統制機能を所管する部署は、
内部統制システムの構築・運用状況
について、監査役に報告する。

(3) 内部通報システムによる通報の状況
については、必要に応じてこれを
監査役に報告する。

(4) 取締役、執行役員および従業員は、
監査役から業務執行に関する事項の
報告を求められた場合には、速やか
に報告を行う。

(5) 当社は、子会社の取締役、監査役
および従業員が、当社または子会社
の業務遂行に関し重大な法令もしくは
社内ルールの違反または会社に著しい
損害を及ぼすおそれのある事実を
発見したときに、これらの者または
これらの者から報告を受けた者が、
当社の監査役に報告を行う体制を
整備する。

(6) 当社は、当社および子会社において
監査役に上記 (5) の報告を行った
者が、当該報告を行ったことを理由
として不利な取扱いを受けることが
ないよう、必要な体制を整備する。

8. その他監査役の監査が実効的に行われる
ことを確保するための体制
(1) 監査役は、内部監査部の実施する
内部監査に係る年次計画について
事前に説明を受け、その修正等を求
めることができる。また、内部監査の
実施状況について適宜報告を受け、
必要があると認めるときは追加内部
監査の実施、業務改善策の策定等を
求めることができる。

(2)  監査役は、会計監査人から監査計画
の概要を受領し、監査重点項目等の
説明を受け意見交換を行う。また、
監査役は会計監査人の職務の遂行が
適正に行われることを確保するため、
その独立性について会計監査人から
通知を受ける。

(3)  監査役は、当社内の各種委員会等に
出席することができる。

(4) 当社は、監査役の職務の執行に係る
費用等について、当社が監査役の
職務の執行に必要でないことを証明
したときを除き、これを支払うもの
とする。
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株主総会

取締役会

コンプライアンス委員会

統合的リスク管理委員会

保険商品開発委員会

お客様の声対応委員会

人事委員会

営業部門 損害サービス部門 本社各部門

内部監査部門

【監査役会】 監査役

会計監査人

内部監査

選任・解任

審査・承認・
モニタリング等

選任・解任 選任・解任

会計監査

監査

コ－ポレ－ト・ガバナンスの体制

当社は、契約者の皆様に多様なリスクに対する備えを提供することを通じて保険会社としての社会的使命を果たしたいと考えております。
そのために健全かつ透明性の高いコーポレート・ガバナンスを通じて、適切な業務運営の実現を達成すべく各種業務に取り組んでまいります。

経営組織の概要

• 取締役会は 9 名の社内取締役より構成され、原則として毎月 1 回定時取締役会を開催する他、必要に応じて機動的に臨時取締役会を
開催し、適正な経営判断を行う態勢を構築しています。

• 監査役会は社外監査役 2 名、社内常勤監査役 1 名から構成され、経営全般の健全性維持の観点からの指摘、コンプライアンスおよび
リスク管理に関しては関連部門と連携し、各種問題点等の指摘を行い公正な監督を実施しています。

• 上記の他、会社運営を取り巻くリスク等に全社的に取り組むためにコンプライアンス委員会、統合的リスク管理委員会等の各種委員会を
設置し、コンプライアンス推進体制の強化、リスク管理の強化・拡充に取り組んでいます。

• また以下の 2 つの委員会を設置して、さらなる業務改善に尽力してまいります。

(1) 保険商品開発委員会
 保険商品の開発・改定等につき、関連する部門（商品所管部門、損害サービス部門、システム部門、事務管理部門等）が連携し、多面的に
協議して新商品等を開発するための委員会です。

(2)  「お客様の声」対応委員会
 お客様相談室等に寄せられる「 お客様の声」 をより有機的に分類・分析し、お客様の視点に立ってすべての業務を見直し改善するた
めの委員会です。業務の改善は、お客様に対するサービスの向上につながるよう努めてまいります。

28

会社の運営



コンプライアンス（法令等遵守）態勢

当社は、すべての業務分野においてコンプライアンスを徹底し、自己責任原則を踏まえた
健全かつ適切な業務運営を行い、保険契約者および社会の期待と信頼に応えるべく努めて
います。具体的には、コンプライアンス委員会、コンプライアンスの統括部署であるコンプ
ライアンス統括部を設置するとともに、本社および各部支店の責任者をコンプライアンス
責任者に任命し、定期的なコンプライアンス・ミーティングの開催や、年度ごとのコンプラ
イアンス・プログラムの推進等を通じて、コンプライアンスの推進に全社一丸となって取り
組んでいます。

• コンプライアンス委員会
全社的なコンプライアンス推進の観点から設置され、コンプライアンスに係る方針、
施策、組織体制、推進計画等、重要な事項について協議し、対応確認を実施して
います。

• 個人情報保護
個人情報保護の重要性を深く認識し、個人情報保護法、その他の関連法令、金融
分野における個人情報保護に関するガイドライン等に従って、適切な措置および
対応推進を実施しています。

• コンプライアンス統括部
コンプライアンスに関する全社的な業務運営を統括し、推進計画等の立案、実施、
進捗管理、情報の収集と伝達を行うとともに、コンプライアンス・リスク管理状況の
モニタリングを実施し、コンプライアンス委員会の事務局を務めます。

• コンプライアンス推進担当者
コンプライアンス委員会によって任命され、各担当部門内におけるコンプライアンス
推進に係る実務全般を担当します。

• コンプライアンス・マニュアル
当社のコンプライアンス推進体制、行動規範、遵守すべき各種法令等に関する説明が
記載されており、全社員がいつでも参照できるようにしています。

• コンプライアンス・プログラム
コンプライアンスを推進するため、規程の整備、役職員の研修計画などの具体的な
実践計画を定めたもので、取締役会の承認のもと年度ごとに策定しています。
進捗状況はコンプライアンス統括部により定期的にコンプライアンス委員会および
取締役会に報告されています。

• Chubb倫理ヘルプライン
当社で働く者は、すべての法令・社内規則等を遵守し高い倫理観をもって、各自の
業務を遂行することが求められています。法令違反や不正行為に関する内部通報
制度として、「Chubb倫理ヘルプライン」を設置しています。また、Chubb倫理
ヘルプラインの受付窓口を就業時間外でも利用できるようにするとともに、通報の
機密性と通報者の保護を強化しています。
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環境問題への取り組み

より環境に優しい企業をめざして
チャブ・グループでは、2006 年より可能な
限り資源の再利用とリサイクルを行っており、
温室効果ガスの排出量を社員一人あたり
21% 削減することができました。
今後 2035 年までに社員一人あたりの温室
効果ガス排出量を 40% 削減するという
目標を達成するため、省エネタイプの照明や
機器の設置、オフィススペースの利用効率
改善といったこれまでの取り組みを継続・
推進していきます。
 

チャブ・グループでは
環境に優しい企業をめざしています
• チャブ・グループでは、可能な限り資源
の再利用とリサイクルを行っており、
2016 年から 2019 年にかけて温室効果
ガスの排出を社員一人あたり 22%削減
することができました。2035年までに
達成する長期的削減ゴールの 40％を
達成しています。

• 2007 年以来、米国環境保護林企業の
米国環境保護庁リリーフプログラムの
スポンサーシップを通じて植林した樹木の
数は、200,000 本となりました。

• コンサベーションファンドの支援により
370,000 ヘクタールの土地と水源の
保護活動を行いました。

• 世界 53ヵ国で環境リスクポリシーを
発行し環境保護に努めています。

• チャブ・グループは、CDP の気候変動
プログラムランキング 2019では B を
獲得しています。

Recent 
Milestones

The company’s 2019 score on 
the CDP’s climate change
program ranking

B

1/3
The proportion of the Global

Cleantech 100, the top private
innovation companies in 

clean tech, insured by Chubb 

370,000  

53+

Number of acres of threatened lands and waters in the U.S. Chubb has 
helped save through its support of The Conservation Fund 

Number of years 
of Chubb’s 
Corporate 
Environmental 
Program 14

Number of countries around the 
world where Chubb has issued 

environmental 
risk policies 

200,000   
Number of trees the company has 
planted through its Environmental

Risk Business’s sponsorship of 
American Forests’ ReLeaf Program 

since 2007 

22%
The reduction from 2016 to 2019
in absolute global GHG emissions 100%

Progress on goal to reduce global GHG
emissions 20% on an absolute basis by 2025

Long term companywide goal to reduce
global GHG emissions by 2035

40%

Chubb environmental report
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第三分野保険の責任準備金の確認

責任準備金の積み立ての適切性を確保するための考え方
第三分野保険は一般の損害保険とは異なったリスクの特性を有しております。当社では、
第三分野保険の責任準備金について積み立ての適切性を確保するために、以下のような
取り組みを行っています。

• 第三分野保険におけるストレス・テストおよび負債十分性テストの実施・検証
法令等に則り保険事故発生率が悪化した場合を想定するストレス・テストを実施し、
現行の責任準備金の積立水準が十分であるかどうかの確認を行い、必要に応じ危険
準備金を積み立てます。ストレス・テストの結果、法令等に定める基準に該当した場合
には負債十分性テストを実施し、さらなる追加責任準備金の要否を確認します。

• 保険計理人による確認
保険計理人は第三分野保険におけるストレス・テストおよび負債十分性テストが適正に
行われていることを検証すると同時に、保険業法第 121条第 1項の定めるところにより、
責任準備金の積み立てが健全な保険数理に基づき、適正かつ十分なものであるか
どうかの確認を行っています。

ストレス・テストにおける危険発生率等の設定水準の合理性および妥当性の確保
第三分野保険におけるストレス・テストでは、過去の保険事故発生率をもとに、将来 10年に
わたり保険事故発生率が悪化した場合に想定される発生率（危険発生率）を設定します。
この危険発生率は、将来の保険事故発生率が悪化する不確実性の 99％をカバーする
ものです。
当社では、危険発生率等の設定水準の合理性および妥当性を確保するため、以下のような
取り組みを行っています。

• 過去の保険事故発生率実績の活用
当社では危険発生率設定の際、保険料計算基礎率を同じくする保険種目ごとに、過去の
保険事故発生率の平均値および標準偏差（変動幅）を分析し、これらを活用しています。

• 危険発生率の設定・検証
危険発生率の設定に関しては、リスク・数理管理部が算出したうえで、当該部署とは独立
した内部監査部が検証を行い、保険引受リスク部会へ報告する体制としています。

ストレス・テストの結果（2019年度末決算期）
上記の保険料計算基礎率を同じくする保険種目の一部において、ストレス・テストに基づく
危険準備金を 1,040万 3千円積み立てております。また、負債十分性テストを実施しま
したが、その結果追加の責任準備金は必要がないことを確認しました。
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昨今の損害保険会社を取り巻くリスクは増加し、多様化・複雑化しています。そうした
状況に的確に対応し、ビジネス目標の達成や企業としてステークホルダーへの義務・責任
を遂行することが重要であると認識しています。当社のハイレベルなビジネス目標は、
（a）目標パフォーマンスの達成、（b）資本十分性の維持、（c）流動性の維持、および
（d）フランチャイズ・バリューの保護の 4つであり、「統合的リスク管理（ERM: Enterprise 
Risk Management）」として、それらのビジネス目標に影響を及ぼす可能性のあるリスクを
認識、評価、そして軽減するプロセスを実施しています。当社は、統合的リスク管理を行う
ことで、経営の健全性および安定的な収益の向上に努めています。

リスク管理の基本方針
チャブ・グループで一貫した「ERMフレームワーク」を日本におけるビジネスに合致する
ようカスタマイズして策定し、「ERMフレームワーク」に沿った「統合的リスク管理基本方針」
を定め、リスク管理を行っています。

リスク管理の体制
当社では、「ERMフレームワーク」および「統合的リスク管理基本方針」に基づくリスク
管理態勢の強化およびリスク管理手法を協議・検討し、かつ全体的視点からリスク管理を
監督する「統合的リスク管理委員会」を設置しています。取締役会は同委員会から定期的な
報告を受けます。
また、会社全体としてリスク管理を適切に行うため、日々のリスク管理、その監督、そして
独立した監査の 3つの異なった形態で構成されるリスクガバナンス構造である「3つの
ディフェンスライン」体制の下、リスク管理を継続的かつ一貫して行っています。
業務部門やサポート部門が担う第一ディフェンスラインは、日々の業務におけるリスクの
コントロールの発案およびその実行を含むリスクの認識および管理を行います。
第二ディフェンスラインは、第一ディフェンスラインへの助言や専門知識の提供、リスク管理
活動の促進に加えて、第一ディフェンスラインによるコントロールの発案および実行に対する
継続的なモニタリングおよび説明の要求を行います。
第三ディフェンスラインは、第一および第二ディフェンスラインで実施するリスク管理の有効性
に対して、独立した監査を行います。

リスク管理
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リスク管理体制図

効果的な ERMフレームワークの
調整・促進および監督

監
督
／
誘
導

全社または部門レベルでの
リスク管理に対する直接的責任

リスク管理の健全性および効果に
関する独立した監査、および経営陣
や事業部門への説明の要求

3つのディフェンスライン

第三ディフェンスライン
独立した監査

第一ディフェンスライン
リスク管理の実行

第二ディフェンスライン
リスク管理の促進・報告

リスク関連部会
（保険引受、システム、BCP等）

業務部門
（A&H、P&C、
パーソナルラインズ）

サポート部門
（損害サービス部門、財務部門、

オペレーション部門等）

外部監査、外部アクチュアリー、
規制当局、格付け機関、
その他独立したレビュー

法務・コンプライアンス、
保険数理部門

統合的リスク管理委員会 シニア・マネージメント 内部監査

保険計理人 

その他第三者

説明の要求／検証

監査役会 

リスク管理部門

リスク管理
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統合的リスク管理の主な取り組み

日々の業務においてリスク管理を実行することに加えて、会社全体として多様なリスクを
網羅的に把握・評価し、そして軽減すること、また保険契約者への迅速な保険金支払いを
含むステークホルダーへの義務・責任を遂行するために必要な資本および流動性を確保
しているか検証することを目的として、定量・定性の両面から下記を例とする当社全体の
リスク状況を管理する統合的リスク管理を行っています。

定量的な管理
ソルベンシー・マージン比率による財務の健全性の確認に加えて、チャブ・グループで使用
する内部モデルを当社においても活用して、保険引受リスクや資産運用リスク等を計測し、
保有すべき資本額を評価して、資本の十分性を検証しています。加えて、自然災害や急激な
金利上昇等、実現可能性がある一方で、実現すると深刻な影響を及ぼすであろうさまざまな
シナリオを用いて、流動性と資本の両方の観点からストレス・テストを実施しています。
破産状態を含む当社の収益や資本を毀損するシナリオまたは環境がどういったものなのかを
認識するためのリバース・ストレス・テストも同時に実施しています。

定性的な管理
当社にとって重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクとその対応状況について網羅的に
まとめたリスクレジスターによる一元管理を行っています。「現時点においてはどの程度
当社への影響があるかわからない、もしくは仮に特定されていたとしても、ここ数年間は
すべてが顕在化されず、部分的な影響しか認識されてこなかったエクスポージャー」を
エマージングリスクと定義し、現時点ではリスクレジスターに含まれていないエマージング
リスクに関しても、統合的リスク管理委員会や取締役会などの場で話し合い、その結果如何
によっては当該エマージングリスクをリスクレジスターに登録し管理を行うこともあります。
また、毎年、経営計画に影響を及ぼす可能性のある優先して管理すべきリスクも明確にして
います。加えて、重要リスク指標をまとめた一覧表を使用して、主要なリスクに対するエク
スポージャーの状況把握に努めています。社内外監査による指摘事項に対する取り組み
状況等のモニタリングも、統合的リスク管理委員会において実施しています。

34

会社の運営



主要なリスクとその管理

当社にとって主要なリスクとして以下の 1 1のリスクを特定し、各種リスクについて個別に
「リスク管理規程」を定めています。「リスク管理規程」の中で、リスクアペタイト（リスク選好）
も明確にしています。当社は、保険引受リスクを主な収益の源泉としてコントロールすべき
リスクと認識する一方、その他のリスクに関しては、リスクの発現防止および軽減を図って
います。これらのリスクを適切に管理するため、統合的リスク管理委員会の下部組織と
して、「保険引受リスク部会」「資産運用リスク部会」「事務リスク部会」「システムリスク部会」
および「災害リスク部会」の 5つのリスク関連部会を設置しています。また、統合的リスク
管理委員会は、コンプライアンス委員会、人事委員会および保険商品開発委員会から、
各委員会に関連するリスクに関して適宜報告を受けています。

1. 保険引受リスク
当社の資本もしくはソルベンシーに
影響を与えるような許容範囲を超える
損失をもたらしかねない保険引受や
過少な保険料による保険の販売に
よって生じる潜在的リスクをいいます。
主な要因は、保険契約における実際
にかかるコストが料率算定時や引受
時には未確定であることです。その他、
支払う保険金額の変動、再保険の効
果的な活用の失敗、引き受けたリスク
の管理不備、エクスポージャーや引受
能力の評価ミス等からも生じます。

2. リザービング・リスク
リザービング（支払備金）に関する
潜在的なリスクは、保険負債または
必要なリザービングの推計における
不確実性により生じます。この不確
実性は、保険負債評価の不確実性で
あり、将来の保険金支払いのタイミング
と金額の両方の不確実性です。具体
的には、既発生損害の支払見込額の
増加または IBNR（既発生未報告損害
に対するリザービング）の不足が挙げ
られます。

3. 資産運用リスク
運用資産ポートフォリオが市場リスク
（金利リスクや為替リスクを含む）、
流動性リスクおよび信用リスクによって、
経済的もしくは会計上の損失を被る
潜在的リスクをいいます。信用リスク
および流動性リスクは、資産運用リスク
とは別にそれぞれリスク管理規程を
定めています。

4. 信用リスク
クレジットに関連した価格変動やカウ
ンターパーティーの格下げまたはデフォ
ルトに起因する、当社の資本を毀損する
潜在的リスクをいいます。主な要因は、
保有する債券を発行する会社の破たん
や格下げによる資産価値の下落、
再保険取引から生じる再保険回収
リスクおよび日々のオペレーションから
生じるカウンターパーティーリスクが
挙げられます。
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5. 流動性リスク
保険契約者または一般債権者に対する
債務に対し、定められたタイミングで
支払いを行うことができない潜在的
リスクをいいます。主な要因は、不確
実な支払期日と債務額の変動により
キャッシュバランスが不十分であること
が挙げられます。また、現金の準備の
遅れや、低価格での強制的な資産売却
など、市場性のある資産を適切に維持
することができないことにより、流動性
はさらに悪化します。

6. ALMリスク
金利変動に対する感応度（デュレー
ション）、金額および為替の面において、
保険契約に係る負債等に関する将来
の支払いに対して資産が適正でない
ことにより、経済的もしくは会計上の
損失を被る潜在的リスクをいいます。
主に為替のミスマッチ、タイミングの
ミスマッチ、資産と負債の金利感応度の
違いによる金利リスクおよびインフレ
リスクに起因します。資産と負債が
適切に対応していないことによって、
保険金の支払いまたは債務の支払期日
に対応するための半ば強制的な資産
売却により運用損失を計上する可能性
があります。

7. 法的およびコンプライアンス・リスク
法的およびコンプライアンス・リスク
として、法的リスク、ガバナンス・リスク
およびコンプライアンス・リスクが
あります。法的リスクは、関連する法律、
契約上の義務の不履行および財務
または業務に関する法令を遵守しない
潜在的リスクをいいます。ガバナンス・
リスクは、取締役会およびその他委員会
等が管理・監督をしている中で、規則・
規程、法律および公共政策に則った
業務の遂行に失敗する潜在的リスクを
いいます。コンプライアンス・リスクは、
海外、国内または地域の法律や規制に
対する違反および当社の行動規範、
社内で定めた規則規程の遵守を 
怠ったことによって生じ、結果として
お客様に損害を与え、会社が制裁・処罰
を受けるまたは信用を喪失する潜在的
リスクをいいます。

8. オペレーショナル・リスク
事務、人事およびシステムでの処理の
失敗から生じる損失の潜在的リスクを
いいます。事業継続、外部委託、会社
の成長、買収、規制・制度の進展等
から生じるリスクを含めた、ビジネス
の複雑性に起因するリスクです。保険
引受業務をサポートするさまざまな
活動を通して、当社はオペレーショナル・
リスクにさらされています。サポート
する役割でありながら、たとえばシス
テムダウンのような事象の発生は、
業務遂行能力や企業の信用・価値へ
大きな影響を与える潜在的リスクとして
存在します。

9. 戦略リスク
最適ではない意思決定による結果、
企業価値や、持続的かつ競争力をもって
事業運営する能力に影響を与える
ようなリスクを対象としています。
戦略リスクの例として、新商品または
新ビジネス、M&Aにおける価格設定、
税制や規制の予期しない変更等に
関して下されるさまざまな意思決定や、
これらに対して意思決定そのものが
下されないことによるリスクが挙げら
れます。

10. 風評リスク
お客様・株主・ビジネスパートナー等
のステークホルダー、地元地域および
社会からの信用・信頼の喪失により、
経営戦略の実行に大きな影響を与える
リスクをいいます。風評リスクは、
その派生的な特性により、さまざまな
リスクの 1つもしくは複数から生じる
可能性があります。その多くはコミュ
ニケーション上の齟齬により増幅・拡大
します。

11. 出再保険リスク
出再する規模、再保険カバーの効果、
再保険の契約条件等が適切でない場合
に生じるリスクをいいます。リスクの
程度は、保険事故の発生頻度、大きさ、
タイミング等の不確実性や、元受保険
と再保険の契約条件の不一致、モデル
リスク、および再保険契約解除を引き
起こす再保険者の不適切なディスク
ロージャー等に影響されます。
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勧誘方針

当社は、以下の方針を定め、保険会社として適正な業務運営が図れるように努めています。
当社は保険商品の販売にあたって、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、当社の
勧誘方針を次のとおり定めています。

金融商品の販売等に際して、各種法令等を遵守し、適正な販売等に努めます。
• 販売等にあたっては、保険業法、金融商品取引法、金融商品の販売等に関する法律、
消費者契約法およびその他各種法令等を遵守してまいります。

• お客様に商品内容を正しくご理解いただけるよう説明方法を創意工夫し、適正な販売・
勧誘活動を行ってまいります。

• 保険金を不正に取得されることを防止する観点から、適正に保険金額を定める等、適切な
商品の販売に努めてまいります。

商品に関するお客様の知識、購入経験、購入目的、財産状況などを総合的に勘案し、
お客様の意向と実情に沿った商品選択・販売に努めます。
• お客様の意向と実情に沿った適切な商品設計・説明、販売・勧誘活動を行ってまいります。
• ご契約に際し、お客様よりいただいた情報については、適正な保持・管理に努めてまい
ります。

保険商品の説明等については、販売・勧誘形態に応じて、お客様に正しくご理解いただけ
るよう、わかりやすい説明を心がけます。
• 商品のご案内にあたりましては、お客様にとってご迷惑とならない時間帯・場所・方法
により、適切に行うよう努めてまいります。

• お客様と直接対面しない保険販売（たとえば通信販売等）を行う場合においては、説明
方法等に工夫を凝らし、お客様にご理解いただけるよう常に努力してまいります。

お客様のさまざまなご意見等の収集に努め、お客様満足度を高めるよう努めます。
• 保険契約について、万が一保険事故が発生した場合におきましては、保険金のお支払い
については、迅速かつ的確に処理するよう常に努力してまいります。

• お客様のさまざまなご意見等の収集に努め、その後の販売に活かしてまいります。

社外・社内の監査態勢

社内の内部監査態勢
当社では、「会社の業務全般に係るコンプ
ライアンス（法令等遵守）、保険募集、顧客
保護等および各種のリスク管理等に係る
内部管理態勢とプロセスの適切性および
有効性を検証・評価することにより適切な
経営管理（ガバナンス）に貢献し、会社業務
の健全かつ適切な運営確保と企業価値の
向上に資すること」を内部監査の使命とし、
当社のすべての業務および組織等を対象に
内部監査を実施しています。内部監査結果は、
取締役会等に報告されています。
また、内部監査部門は、監査役、会計監査
人とも十分に連携を図っています。

社外の監査・検査
当社は社外の監査・検査として「会社法に
基づく監査法人による外部監査」を受けて
います。当社の会計監査人は「PwCあらた
有限責任監査法人」です。
また、保険業法に基づく金融庁による検査
等を受けることになっています。

37



個人情報保護

高い社会性・公共性が求められる保険会社においては、顧客や取引先の情報を守秘する
ことはますます重要な責務となってきています。当社では、この重要性に鑑み、2005 年
4 月 1 日の「個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」といいます。）」
本格施行時に制定した「プライバシーポリシー」に改定を重ね、顧客情報等保護責任者を
筆頭にした内部管理態勢や、各種内部ルールに基づく安全管理措置等のさらなる強化に
努めています。
また 2006年度以降、毎年、全従業者を対象に個人情報保護に関する e-learningを実施
しています。さらに、当社および代理店の遵守事項として顧客および取引先情報に係る
守秘義務を「損害保険代理店委託契約書」に定め、同委託契約の継続中だけではなく、
終了後も双方に当守秘義務を課しています。

プライバシーポリシー　個人情報に関する取扱いについて

当社は、個人情報取扱事業者として、個人情報保護の重要性を深く認識し、個人情報保護法、
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、
「マイナンバー法」といいます。）」、その他の関連法令、「金融分野における個人情報保護
に関するガイドライン」、その他のガイドラインなどを遵守して、個人情報（個人情報保護法
第 2条第 1項に定める個人情報をいいます。）ならびに個人番号（マイナンバー法第 2条
第 5項に定める個人番号をいいます。）および特定個人情報（同法第 2条第 8項に定める
特定個人情報をいい、以下、個人番号と特定個人情報を合わせて「特定個人情報等」と
いいます。）の適正な取扱いを実践し、安全管理に係る措置および次に列記する方針に
ついては、継続的に見直し、必要に応じて改善していきます。
また、当社は、役職員および代理店への教育・指導を徹底し、個人情報および特定個人
情報等の適正な取扱いが行われるよう取り組んでいきます。
※ 以下、1.から 13.の各項目における「個人情報」および「個人データ」とは、特定個人
情報等を除くものをいいます。

1. 個人情報の取得
（特定個人情報等については、6.をご覧
ください。）
当社は、業務遂行上必要な範囲内で、
適法かつ公正な手段により個人情報を
取得します。具体的には、保険契約申込書、
保険金請求書、インターネット画面上での
入力内容等をいいますが、このほか、イン
ターネットを通じて当社ホームページに
接続される方の識別などのためクッキー
（Cookie）を使用することがあります。
なお、インターネット上での個人情報の
取扱いにあたっては、個人情報を安全に
送受信するために、当社では暗号化通信
プロトコルである SSLを使用しています。

2. 個人情報の利用目的
（特定個人情報等については、6.をご覧
ください。）
当社は、取得した個人情報を、次の目的
のために必要な範囲内で利用します。
また、利用目的は、ホームページで公表
するほか、重要な事項を記載した書面等
に記載します。さらに、利用目的を変更
する場合には、その内容をご本人に通知
するか、ホームページ等に公表します。
(1) 当社が取り扱う損害保険の案内、
募集および販売

(2) 上記 (1)に付帯、関連するサービス
の案内、提供および管理

(3) 損害保険契約の引受審査、引受、
履行および管理

(4) 適正な保険金・給付金の支払

(5) 当社のグループ会社の商品および
サービスに関する情報の案内

(6) 各種イベント、キャンペーン、セミ
ナーの案内、各種情報の提供

(7) 再保険契約の締結、再保険契約に
基づく通知および再保険金の請求

(8) 当社が有する債権の回収
(9) 市場調査ならびにデータ分析や
アンケートの実施等による新たな
商品・サービスの開発・研究

(10) 他の個人情報取扱事業者から委託
された業務

(11) 当社役職員の雇用、代理店等の新設 
(12) 問い合わせ・依頼等への対応 
(13) その他、お客様とのお取引を適切
かつ円滑に履行するための業務 

利用目的の達成に必要な範囲を超えて
個人情報を取り扱うときは、個人情報保
護法第 16条第 3項各号に掲げる場合を
除き、ご本人の同意を得るものとします。

• 役員・従業員等の個人情報の取扱い
について
当社は、役員および従業員、派遣社員、
採用応募者および退職者ならびに
それらの家族の個人情報を以下の目的
で取扱います。
① 採否の検討・決定、採用条件の検討・
決定、問い合わせ対応、事務連絡等
のため

② 給与、賞与、退職給付などの支給の
ため

③ 雇用保険、社会保険等の手続きの 
ため

④ 人事労務管理、教育研修のため
⑤ 福利厚生（代用社宅、各種保険の
募集等も含む）のため

⑥ 持株優遇制度のため
⑦ 健康状態の把握、産業医への相談
のため

⑧ 募集人登録その他の行政上必要な
手続きのため

⑨ 経費精算のため
⑩ 業務連絡、緊急時や退職後の連絡
のため

⑪ 上記のほか当社およびチャブ・グ
ループ各社の業務の遂行のため
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3. 個人データの第三者への提供
（特定個人情報等については、6.をご覧
ください。）
当社は、次の場合を除き、ご本人の同意
なく個人データ（個人情報保護法第 2条
第 6項に定める個人データをいいます。）
を提供しません。
(1) 法令に基づく場合
(2) 当社の業務遂行上必要な範囲内で、
代理店を含む委託先に提供する場合

(3) 再保険契約に伴い当該保険契約の
情報を提供する場合

(4) 当社のグループ会社との間で共同
利用を行う場合（詳細については、
「8.グループ会社との共同利用」を
ご覧ください。）

(5) 損害保険会社等の間で共同利用を
行う場合（詳細については、「9.情報
交換制度等」をご覧ください。）

(6) 国土交通省との間で共同利用を行う
場合（詳細については、「9.情報交換
制度等」をご覧ください。）

4. 信用情報等の取扱い
当社は、保険業法施行規則第 53条の 9に
基づき、信用情報に関する機関（ご本人
の借入金返済能力に関する情報の収集
および当社に対する当該情報の提供を
行うものをいいます。）から提供を受けた
情報については、ご本人の借入金返済
能力に関する調査を除き、利用しません。

5. センシティブ情報の取扱い
当社は、保険業法施行規則第 53条の 10
および金融分野における個人情報保護
に関するガイドラインに基づき、センシ
ティブ情報（※）（同ガイドライン第 5条
第 1項に定めるセンシティブ情報をいい、
「要配慮個人情報」を含みます。）を、
ご本人の同意に基づき業務遂行上必要な
範囲で取得、利用または第三者に提供
する場合など業務の適切な運営を確保
その他必要と認められる場合を除き、
取得、利用または第三者提供を行いません。

※ センシティブ（機微）情報とは、以下の
情報を指します。
• 人種、信条、社会的身分
• 病歴、保健医療および性生活
• 犯罪の経歴、犯罪により害を被った
事実

• 労働組合への加盟
• 門地、本籍地
• その他本人に対する不当な差別、
偏見、その他の不利益が生じない
ようにその取扱いに特に配慮を
要する個人情報

6. 特定個人情報等の取扱い
特定個人情報等は、マイナンバー法により
利用目的が限定されており、当社は、その
目的の達成に必要な範囲を超えて取得・
利用しません。また、マイナンバー法で
認められている場合を除き、特定個人
情報等を第三者に提供しません。

7. 個人データおよび特定個人情報等の 
取扱いの委託
当社は、利用目的の達成に必要な範囲
において、個人データおよび特定個人
情報等の取扱いを外部に委託すること
があります。当社が、外部に個人データ
および特定個人情報等の取扱いを委託
する場合には、委託先の選定基準を定め、
あらかじめ委託先の情報管理体制を
確認するなど委託先に対する必要かつ
適切な監督を行います。
当社では、たとえば次のような場合に、
個人データおよび特定個人情報等の
取扱いを委託しています。（(4)について
は特定個人情報等を含みます。）
(1) 保険の募集に関わる業務、損害調査
に関わる業務 

(2) 保険業務の事務処理、印刷・発送
処理に関わる業務 

(3) 情報システムの開発・運用に関わる
業務

(4) 支払調書等の作成および提出に
関わる業務

8. グループ会社との共同利用
（特定個人情報等については共同利用を
行いません。）
当社および当社のグループ会社は、その
取り扱う商品・サービスの案内・提供、
保険契約の引受・内容変更または保険金
支払いに関する判断のために、各社間で
次の条件のもと、個人データを共同利用
します。
(1) 個人データの項目：住所、氏名、
電話番号、電子メールアドレス、性別、
生年月日、その他申込書等に記載
された契約内容および保険事故等
に関する内容 

(2) 管理責任者：Chubb損害保険株式
会社 

※ 共同利用を行う当社のグループ会社に
ついては、41頁末尾の「グループ会社
の範囲」をご覧ください。

9. 情報交換制度等
（特定個人情報等については情報交換
制度等の対象外です。）
(1) 当社は、保険契約の締結または保険金
の請求に際して行われる不正行為を
排除するために、損害保険会社等との
間で、個人データを共同利用します。
詳細については、次のホームページ
をご覧ください。
一般社団法人 日本損害保険協会
www.sonpo.or.jp/

(2) 当社は、代理店の適切な監督や当社
の役職員採用等のために、損害保険
会社との間で、代理店等の従業者に
係る個人データを共同利用します。
また、代理店への委託等のために、
損害保険会社との間で、一般社団
法人 日本損害保険協会が実施する
損害保険代理店試験の合格者等の
情報に係る個人データを共同利用
します。詳細については、上記のホーム
ページをご覧ください。

(3) 当社は、自賠責保険に関する適正な
支払のために損害保険料率算出機構
との間で、個人データを共同利用し
ます。詳細については、次のホーム
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ページをご覧ください。
 損害保険料率算出機構
 https://www.giroj.or.jp/
(4) 当社は、原動機付自転車および軽二輪
自動車の自賠責保険の無保険車
発生防止を目的として、国土交通省
が自賠責保険契約について期間が
満了していると思われる上記車種の
ご契約者に対し契約の締結確認の
はがきを出状するため、上記車種の
自賠責保険契約に関する個人データを
国土交通省との間で共同利用します。
詳細については、次のホームページ
をご覧ください。

 国土交通省
 www.jibai.jp/

10. 個人データおよび特定個人情報等の 
安全管理
当社は、個人データおよび特定個人

情報等の漏えい、滅失または毀損の防止
その他個人データおよび特定個人情報
等の安全管理のため、マニュアルおよび
安全管理措置に係る実施体制の整備等、
十分なセキュリティ対策を講じこれを
遵守するとともに、本措置の継続的改善
に努めます。
また、当社が、業務遂行上必要な範囲
内で、第三者に個人データおよび特定
個人情報等の取扱いを委託する場合には、
委託先の選定基準を定め、あらかじめ
委託先の情報管理体制を確認するなど
委託先に対する必要かつ適切な監督を
行います。
安全管理に関するご質問は、「13.お問
合せ窓口」までお問い合わせください。

11. ご契約内容・事故に関するご照会
ご契約内容・事故に関するご照会に
ついては、取扱代理店、保険証券に記載

された営業店または最寄りの営業店、
事故相談窓口にお問い合わせください。
ご照会者がご本人であることを確認
させていただいたうえで対応します。

12. 個人情報保護法に基づく保有個人デー
タに関する事項の通知、開示・訂正・
利用停止等
個人情報保護法に基づく保有個人データ
に関する事項の通知、開示・訂正・
利用停止等に関するご請求については、
「13.お問合せ窓口」までお問い合わ
せください。
当社は、ご請求者がご本人であることを
確認させていただくとともに、当社所定の
書式にご記入いただいたうえで手続き
を行い、後日、原則として書面で回答
します。詳細については、ホームページ
より手続方法の説明 ･ 請求書をご参照
ください。www.chubb.com/jp

個人情報保護法に基づく保有個人データの開示等のご請求について

1. ご請求方法
個人情報保護法に基づく保有個人
データの利用目的の通知、開示、訂正・
追加・削除、または利用停止・消去・
第三者提供の停止をご希望される
場合には、当社指定の書式に必要事項
を記入・捺印のうえ、必要書類を添付し、
当社受付窓口までご送付ください。
保有個人データの開示等の請求は、
法令によりご本人または代理人のみが
行えます。なお、開示等の請求・回答
は郵送手続に限らせていただきます。

2. 提出書類
(1) 「保有個人データの開示等請求書」
当社公式ホームページよりダウン
ロードしてください。

(2) ご本人確認のための書類（詳しく
は、3.の説明をご覧ください）

（上記に加え、訂正・追加・削除の
場合のみ）

(3) 訂正・追加・削除請求の根拠となる
資料（保有個人データが事実に
反することを示す資料）

3. 本人確認書類
(1) ご本人による請求の場合
 次のア、イおよびウをご同封くだ
さい。
ア ご本人の印鑑登録証明書また
は住民票の写しの原本（現住所
が記載され、発行日から 3ヵ月
以内のもので、個人番号（マイ
ナンバー）の記載のないもの）

イ ご本人の運転免許証、健康保険
証またはパスポートなどの公的
機関が発行した書類のコピー
（お名前、ご住所および生年月日
が鮮明に確認できる状態）

ウ 開示等請求をする保険契約の
保険証券のコピー（保険契約者
の場合のみ）

(2) 代理人による請求の場合
 (1) のご本人の本人確認書類に
加え、次のア、イおよびウをご同封
ください。
ア 代理人ご自身の印鑑登録証明
書または住民票の写しの原本 
（現住所が記載され、発行日から
3ヵ月以内のもので、個人番号
（マイナンバー）の記載のない
もの）

イ 代理人ご自身の運転免許証、
健康保険証またはパスポート
などの公的機関が発行した
書類のコピー（お名前、ご住所
および生年月日が鮮明に確認
できる状態）
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ウ 代理人であることが確認できる書類
(A) 法定代理人の場合
 法定代理権があることを確認
できる書類（戸籍謄本、登記事項
証明書等）

(B) ご本人が委任した代理人の場合
 次の (a) および (b) をご同封
ください。
(a) 当社所定の委任状
　   （当社公式ホームページより
ダウンロードのうえ、すべて
ご本人がご記入し実印を押印
ください）

(b) ご本人の印鑑登録証明書
　   （現住所が記載され、発行日
から 3ヵ月以内であるもの）

4. 受付窓口（送付先）
〒 141-8679
東京都品川区北品川 6丁目 7番 29号
ガーデンシティ品川御殿山
Chubb損害保険株式会社
開示等請求係

5. 回答方法
お受けした開示等請求については、
請求内容の確認・調査等を行い、
ご本人に対し本人確認書類記載の
ご住所宛てに書面にて回答いたします。
代理人によるご請求の場合であっても
法定代理人によるご請求の場合を除き、
ご本人に対して回答いたします。

6. 注意事項
開示等請求に応じることにより、ご本人
または第三者の生命、身体、財産その他
の権利利益を害するおそれがある場合、

当社の業務の適正な実施に著しい
支障を及ぼすおそれがある場合および
他の法令に違反することとなる場合等
ご請求に応じることができない場合が
ございますが、その場合には応じること
ができない理由をご連絡いたします。

• 請求時の必要書類一式を当社宛てに
ご郵送いただく際の郵送料はご負担
願います。

• 開示に関しては、書類の到着後 2週間
程度のお時間がかかります。ご請求の
内容によっては、さらにお時間がかかる
場合もございますので、あらかじめ
ご了承願います。

• 開示等の請求に際してご提出いただき
ました個人情報は、開示等の手続に
必要な範囲において利用させていた
だきます。

13. お問合せ窓口
当社は、個人情報および特定個人情報等の取扱いに関する苦情・相談に対し適切・迅速に対応いたします。また、個人情報および
特定個人情報等の取扱いや保有個人データに関するご照会・ご相談等は、下記の窓口までお問い合わせください。

Chubb損害保険株式会社
所在地：〒 141-8679　東京都品川区北品川 6丁目 7番 29号　ガーデンシティ品川御殿山
電話番号：03-6364-7000　受付時間：9:00～ 17:00（土日祝除く）　www.chubb.com/jp

さらに当社は、認定個人情報保護団体である一般社団法人 外国損害保険協会の対象事業者です。
• 認定個人情報保護団体
一般社団法人　外国損害保険協会　事務局
https://www.fnlia.gr.jp 

当社の個人情報の取扱いに関する苦情・相談は、下記窓口で受け付けております。
• 指定紛争解決機関
一般社団法人　保険オンブズマン
所在地：〒 105-0001　東京都港区虎ノ門 3丁目 20番 4号　虎ノ門鈴木ビル 7F
電話番号：03-5425-7963　受付時間：9:00～ 12:00、13:00～ 17:00（土日祝除く）　www.hoken-ombs.or.jp/

グループ会社の範囲
「8.グループ会社との共同利用」における当社のグループ会社とは、当社の親会社であるチャブ・リミテッド（Chubb Limited）および
その子会社ならびに当社の子会社＊・関連会社をいいます。
＊当社の子会社は次のとおりです。Chubb少額短期保険株式会社
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反社会的勢力に対する基本方針

当社は、社会の秩序や安全を確保し、保険
会社として公共の信頼を維持し、業務の
適切性および健全性を確保するために、
下記のとおり「反社会的勢力に対する基本
方針」を定め、この方針に従った対応を
行います。

1. 反社会的勢力とは、取引を含めた一切の
関係を遮断します。

2. 反社会的勢力による不当要求には一切
応じず、毅然として法的対応を行います。

3. 反社会的勢力による不当要求に対し、
組織全体として対応するとともに、対応
する役職員の安全確保に努めます。

4. 反社会的勢力による不当要求に備えて、
平素から、警察、暴力追放運動推進セン
ター、弁護士等の外部専門機関との連携
強化を図ります。

5. いかなる理由があっても、事案を隠蔽する
ための反社会的勢力との裏取引は、絶対
に行いません。

6. 反社会的勢力に対する資金提供は、絶対
に行いません。

利益相反管理方針

当社は、お客様の利益が不当に損なわれることを防止するため、「利益相反のおそれの
ある取引」に関する管理方針を定め、適切な業務運営に努めます。

1. 利益相反管理の対象
この方針の管理対象とする「利益相反
のおそれのある取引」は、当社または
当社のグループ金融機関（以下「当社
グループ」といいます。）が行う取引の
うち、お客様の利益が不当に損なわれる
おそれのある取引（以下「対象取引」と
いいます。）とします。

2. 対象取引の類型および特定方法
対象取引を次のとおり類型化し、取引
内容、取引条件など個別の事情を斟酌し、
お客様の利益が不当に損なわれるおそれ
があると判断される場合に管理対象と
します。
(1) お客様の利益と当社グループの利益
が相反するおそれのある取引

(2) お客様の利益と当社グループの他の
お客様の利益が相反するおそれの
ある取引

(3) 当社グループがお客様から得た情報
を不当に利用して、当社グループ
または他のお客様が利益を得るおそれ
のある取引

(4) その他、当社グループがお客様の
利益を不当に損なうおそれのある取引

3. 対象取引の管理方法
対象取引については、次のいずれかの
方法により、お客様の保護を適正に行う
よう管理します。
(1) 対象取引を行う部門と当該お客様と
の取引を行う部門の分離

(2) 対象取引または当該お客様との取引
の条件または方法の変更

(3) 対象取引または当該お客様との取引
の中止

(4) 対象取引に伴い、当該お客様の利益
が不当に害されるおそれがあること
について、当該お客様に適切に開示
する方法

4. 社内体制の確立
当社は、お客様の利益が「利益相反の
おそれのある取引」によって不当に損な
われることを防止するため、次のとおり
社内体制を整備します。
(1) 「利益相反のおそれのある取引」を
一元的に管理する利益相反管理部署
および利益相反管理統括者を設置
します。

(2) 「利益相反のおそれのある取引」を
適切に管理するため、この方針に
基づき、社内規程を整備します。

(3) 「利益相反のおそれのある取引」に
関し、役職員を対象に教育・研修を
継続的に行い、法令、この方針および
社内規程の徹底を図ります。

(4) 「利益相反のおそれのある取引」の
管理に係る社内体制の適切性および
有効性を検証します。
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お客様本位の業務運営に関する方針

「お客様本位の業務運営に関する方針」は、商品開発、顧客サービス、保険販売、事故
受付から保険金お支払いにおける、当社の価値基準および運営方針を示しています。
これらの運営方針は、当社社員にとってよい職場環境を醸成するとともに、知識と能力
に継続的に投資を行い、競争力を強化し、さらに企業としての成長を通じて当社が
社会およびお客様にとって不可欠な存在となるための指針でもあります。
当社はこれからも、お客様のニーズに応えるべく商品およびサービスを改善し続け、
皆様にベストソリューションを提供できるよう努めてまいります。
本方針に基づく主な取組状況（2019年 2月～ 2020年 1月）は、当社公式ホームページ
（https://www.chubb.com/jp-jp/about-us/customer-focused.aspx）
をご覧ください。

運営方針１： お客様本位の業務運営

当社は Chubbグループの行動規範のもと、お客様中心を徹底し、当社の取り組みや会社
情報等を公表することにより、お客様本位の業務運営を推進するよう努めてまいります。

運営方針２：「お客様の声」を活かす業務運営

「お客様の声」を真摯に受けとめ、誠意をもって対応するとともに、業務運営に反映させ、
お客様にご満足いただけるよう努めてまいります。

運営方針３：最適な保険商品・サービスの提供

お客様にとって最適でご満足いただける商品・サービスを提供できるよう努めてまいります。

運営方針４：保険金のお支払い

常にお客様の視点に立ち、ホスピタリティのある最高のサービスのご提供をめざします。

運営方針５：利益相反の適切な管理

当社は、お客様の利益が不当に害されることのないよう、利益相反について適切に管理
する態勢を整備してまいります。

運営方針６：運営方針の浸透に向けた取り組み

代理店や役職員が常にお客様本位の行動をしていくために、研修体制の整備や運営方針
の浸透に向けた取り組みを推進してまいります。
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お客様の声

当社では、本社に「お客様相談室」、支店に「お客様相談窓口」を設置しております。
また、契約者の皆様に ｢お客様サポ－トダイヤル（0120-550-385）｣をご案内し、本社お客様相談室にて皆様からのご不満、ご要望・お褒め
（感謝）等〈以下、「お客様の声」〉を受け付けております。さらに、当社公式ホームページのお問い合わせペ－ジからも、さまざまな
「お客様の声」をお受けするとともに、保険事故解決の際は満足度アンケート、また募集時にもサンプリング方式によるアンケートを行い
「お客様の声」をいただいております。お寄せいただきました貴重な「お客様の声」を業務改善、お客様サービス向上に反映させるため日々
努めております。

「お客様の声」対応方針
保険会社は、目に見えない信用を商品として
おりますので、「お客様の声」をしっかりと
お聞きし、その声にお応えするのが最も大切
だと考えております。もし、お客様がご不満
を抱かれるようなことがあった場合、その
ご不満に誠意をもって対応し、お客様に
ご満足いただけるように取り組むことが保険
会社の社会的責任であると考えております。

《対応方針》
チャブ保険では、「お客様の声」をお聞きするにあたり、下記のことが大切であると
考えております。
①  「お客様の声」を感謝の思いで聞き、内容を正確に把握する。
② 迅速、的確に、かつ組織的に対応する。
③  対応させていただくなかで得た貴重な経験、示唆、教訓を今後の営業活動、業務
改善等に活かす。

「お客様の声」受付対応の流れ

「お客様の声」の対応責任窓口はお客様
相談室です。各営業店舗、損害サービス
部門や代理店に寄せられた「お客様の声」は
お客様相談室に集約され、社内の「お客様
の声」対応委員会にて報告・検証されてい
ます。改善の必要がある場合には、関係部署
へ改善提案が行われ、「お客様の声」対応
委員会の検討事項や改善活動の内容は、
定期的に取締役会に報告されるように
なっています。
また、商品開発、改善につながると思われる
ご意見・ご要望は、保険商品開発委員会に
報告されます。このような活動を通じ、
必要に応じて商品の改定、サービス内容の
向上、社内体制の整備等の改善を行って
おります。

対応受付

お客様との接点

営業部支店 
損害サービス部門 お客様相談室 金

融
庁
・
財
務
局
、

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
、

金
融
A
D
R
機
関

代理店 本社各部門

保険金支払い時・
募集時アンケート

ホームページ
（お問い合わせ）

「お客様の声」受付管理システム

取締役会

お客様

「お客様の声」
対応委員会 保険商品開発委員会

お
客
様
へ
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
（
寄
せ
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の
内
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業
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「お客様の声」としてお寄せいただいた「ご意見、ご要望」等の内容別件数の推移

（単位 :件）

 対象期間

内容

2017年度 2018年度 2019年度

2017年4月～2018年3月 2018年4月～2019年3月 2019年4月～2020年3月

1.  契約・募集行為

(1) 商品内容（補償内容等） 44 63 43

(2) 契約継続手続（手続漏れ・遅れ等） 93 90 88

(3) 募集行為 116 168 213

(4) 契約内容・条件などの説明不足・誤り 56 39 50

(5) 契約の引受（条件・制限等） 4 3 1

(6) 保険料の計算誤り 10 3 8

(7) 接客態度 6 3 6

(8) 帳票類（申込書・請求書・パンフレット等） 16 18 19

(9) その他 19 26 20

小計 364 413 448

2. 契約の管理・保全・集金 　 　

(1) 証券未着・誤り 478 442 451

(2) 分割払い・口座振替 7 14 10

(3) 契約の変更手続（手続誤り・遅延、車両入替等） 41 27 31

(4) 契約の解約（手続誤り・遅延、返戻保険料等） 1,148 1,289 1,471

(5) 満期返戻（手続遅延、満返金額等） 0 0 0

(6) 接客態度 8 7 5

(7) その他 42 48 33

小計 1,724 1,827 2,001

3. 保険金 　 　

(1) 保険金のお支払金額 39 36 34

(2) 対応の遅れ・対応方法 171 197 147

(3) 保険金のお支払の可否 30 16 15

(4) 接客態度 34 46 24

(5) その他 53 89 154

小計 327 384 374

4. その他 44 846 1,379

合計 2,459 3,470 4,202
＊上記の件数はすべて「お褒め」を除く
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「お客様の声」としてお寄せいただいた「ご意見、ご要望」等の概況

1. 契約・募集行為
保険契約・募集に関しては（3）募集行為
について多くのご意見をいただきました。
このうち、76％が電話で保険のご案内を
差し上げることに対するご意見でした。
内容としては、お客様が電話でのご案内
を希望されないケース、また電話番号を
含むお客様の個人情報の利用のされ方
についてご不安やご不満を抱かれた
ケースが多くありました。次いで（2）契約
継続手続きについても多くのご意見を
いただきました。内容としては、賃貸住
宅入居者用保険の契約継続案内について
のお申出が多くを占めています。今後も
より一層お客様のご意向に沿った募集
活動が行えるようより努めてまいります。

契約・募集行為／ 
「ご意見、ご要望」等の件数

(1) 商品内容（補償内容等） 43件

(2) 契約継続手続 
（手続漏れ・遅れ等） 88 件

(3) 募集行為 213 件

(4) 契約内容・ 
条件などの説明不足・誤り 50 件

(5) 契約の引受（条件・制限等） 1件

(6) 保険料の計算誤り 9件

(7) 接客態度 6件

(8) 帳票類（申込書・請求書・ 
パンフレット等） 19 件

(9) その他 20 件

合計 448件

2. 契約の管理・保全・集金
保険契約の管理・保全・集金に関わる
ものでは、（4）契約の解約（手続き誤り・
遅延、返戻保険料等）に関して 1,471件と
最も多くのお申し出をいただいています。
このうち 1,438件が賃貸住宅入居者用
保険の解約に関するもので、住居を退去
された際に保険を解約されないままとなり、
後日になり日付を遡って解約手続きを
されたものとなります。退去される際には
解約、または変更手続きのご連絡をいた
だけるよう引き続き周知してまいります。
次に（1）証券未着・誤りが 451件となって
おりますが、このうち約 96％が保険証券
を受け取っていない、というお申し出で
した。当社では受け取っていないという
お申し出を受けたもの全件について、
配達不能で当社に返却されていないか
確認を徹底しておりますが、引き続き
このようなお申し出が少なくなるよう努力
をしてまいります。

契約の管理・保全・集金／ 
「ご意見、ご要望」等の件数

(1) 証券未着・誤り 451件

(2) 分割払い・口座振替 10 件

(3) 契約の変更手続（手続 
 誤り・遅延、車両入替等） 31 件

(4) 契約の解約（手続誤り・
 遅延、返戻保険料等） 1,471 件

(5) 満期返戻（手続遅延、 
 満返金額等） 0件

(6) 接客態度 5件

(7) その他 33 件

合計 2,001件

3. 保険金
保険金のお支払に関しては、（2）対応の
遅れ・対応方法について多くのご意見
をいただきました。対応についての
お申し出の内、約 44％が損害サービス
アンケートの中でご意見をいただいた
ものでした。内容としては、事故手続き
が遅いとのご意見や、事故担当者からの
経過報告が不十分であること、またお支
払い方法に関するものなどさまざまでした。
お客様へ適切なタイミングで経過の報告を
行い、支払保険金額の内容についてより
丁寧な説明を行うよう努めてまいります。

保険金／ 
「ご意見、ご要望」等の件数

(1) 保険金のお支払金額 34 件

(2) 対応の遅れ・対応方法 147 件

(3) 保険金のお支払の可否 15 件

(4) 接客態度 24 件

(5) その他 154件

合計 374 件

（対象期間　2019年4月～2020年3月）
 ＊上記の件数はすべて「お褒め」を除く
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【お客様の声】
アメリカで契約した携帯
電話をローミングして
日本で使用しているが、
ロードサービスに電話が
つながらない。

【改善内容】
アメリカで契約した携帯
電話からでもロードサー
ビスに電話がつながる
ように改善いたしました。

【お客様の声】
旅行保険の解約に伴う
返金がいつ行われるの
かわからない。

【改善内容】
お客様用確認ページで
解約手続き状況をご確認
いただけますが、その
ページに返金に要する
目安の日数を表示する
ようにいたしました。

【お客様の声】
賃貸入居者向け保険の
契約継続を行ったが証券
が届くのが遅かった。

【改善内容】
証券の発行に関わるシス
テムや業務を刷新する
ことにより、証券のお届け
に要する日数を短縮し、
証券がまだ届かないとの
お問い合わせが少なく
なりました。

【お客様の声】
音声ガイダンスを聞いた
が、休日に営業している
のかどうかがわかりづら
かった。

【改善内容】
音声ガイダンスの内容を
変更し、営業時間や休日
を明確に案内するように
変更いたしました。

「お客様の声」に基づき開発・改善した商品・サービス等の例

1. 旅行保険の解約に伴う返金 
手続きに関する掲示方法の変更

2. ロードサービスへの連絡 3. 証券発行期間の短縮 4. 音声ガイダンスの変更

公平・中立な立場でお応えする機関などのご紹介

一般社団法人
保険オンブズマン
当社は、法律に定められた指定紛争解決
機関である一般社団法人 保険オンブズマン
と手続実施基本契約を締結しています。
当社との間で問題を解決できない場合には、
解決の申立てを行うことができます。詳細
は下記ホームページをご覧ください。
＊ 保険オンブズマン 

www.hoken-ombs.or.jp/

一般財団法人
自賠責保険・共済紛争処理機構
一般財団法人 自賠責保険・共済紛争処理
機構は、自賠責保険（自賠責共済）の保険金
（共済金）の支払いをめぐる紛争の、公正かつ
的確な解決を通して、被害者の保護を図る
ために設立され、国から指定を受けた紛争
処理機関です。同機構では、自動車事故に
係る専門的な知識を有する弁護士、医師、
学識経験者等で構成する紛争処理委員が、
自賠責保険（自賠責共済）の支払内容に
ついて審査し、公正な調停を行います。
同機構が取り扱うのは、あくまで自賠責保険
（自賠責共済）の保険金（共済金）の支払いを
めぐる紛争に限られますのでご注意ください。
＊ 自賠責保険・共済紛争処理機構 

www.jibai-adr.or.jp

公益財団法人
交通事故紛争処理センター
交通事故に遭われた当事者の面接相談を
通して、弁護士や法律の専門家による交通
事故の相談・和解のあっ旋、審査を行います。
当事者間において、損害賠償などの問題に
ついて解決が図れない場合に、公正・中立の
立場で、無償で紛争解決するためのお手伝い
をいたします。
＊ 交通事故紛争処理センター 

www.jcstad.or.jp
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ディスクロージャー（情報開示）の態勢

当社は「誠実」を第一の行動指針として掲げ、「誠実で開かれた会社」をめざしております。
このような考え方に基づき、当社に関する重要な情報の公正かつ適時・適切な開示に努めています。

公式ホームページ
当社のホームページには、事業活動や決算・財務状況等の情報を掲載しています。
また、個人のお客様、法人のお客様向けには商品の内容、資料請求、お問い合わせ等に 
ついてご案内しています。

チャブ保険公式ホームページ
www.chubb.com/jp

ディスクロージャー誌「Business Report」の発行
当社は保険業法および保険業法施行規則等による法的な定めに基づき、ディスクロー
ジャー誌「Business Report」を毎年発行しております。
本誌は、当社の全営業拠点および主要な代理店に備え置いているほか、ご希望に応じて
個別にご提供＊しています。また、当社の公式ホームページでもその全文をご覧いただく
ことができます。

チャブ・リミテッド   アニュアル・レポート
チャブ・リミテッドの財務状況等の開示情報として、アニュアル・レポートが英文で毎年
発行されております。ご希望に応じて個別にご提供＊しております。
また、チャブ・リミテッドの IRページにおいても財務状況等の情報をご覧いただくことが
できます。

チャブ・リミテッドの IRページ
http://investors.chubb.com

＊上記資料をご希望の方は、下記までご請求ください。
〒 141-8679   東京都品川区北品川 6丁目 7番 29号  ガーデンシティ品川御殿山
Chubb損害保険株式会社   マーケティング &コミュニケーション部
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